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研究成果の概要： 本研究では、経済産業省が公表している地域産業連関表、国立環境研究所に

よる CO2排出量推計値、及び環境省による産業廃棄物排出量推計値等のデータを使用して、経

済循環構造と環境負荷発生を国内地域レベルで総合的に把握できる政策分析ツールを開発した。

また、構築したモデルを環境効率性を考慮したシミュレーション分析や地域経済構造分析に適

用し、国内地域における地球温暖化対策や産業廃棄物排出削減策の課題を考察した。 
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１．研究開始当初の背景 

大量生産・大量消費・大量廃棄を基礎とす

る現在の経済社会システムは、地球規模から

地域レベルにいたる様々な環境問題を引き

起こしており、世界各国では、環境負荷の小

さい持続可能な社会経済システムの構築が

重要な政策課題となっている。 

 一方で、地球温暖化や廃棄物問題に代表さ

れる環境問題は、人間社会の生産活動や消費

活動に伴って不可避的に発生するものであ

り、現代社会が抱える構造的な環境問題と言

える。従って、環境負荷の小さい循環型社会
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を形成していくためには、経済循環構造と環

境負荷の発生との関連を的確に捉えておく

ことが必要である。また、わが国では、経済

社会情勢の変化に伴う地域再生が大きな政

策課題となっていることから、環境的側面と

経済的側面のバランスを分析できる手法の

開発は喫緊の研究テーマと言える。 

本研究では、この目的のために、経済循環

構造と環境負荷発生を国内地域レベルで総

合的に把握できる政策分析ツールを開発す

るとともに、 経済効果及び環境効率性をふ

まえた今後の環境対策への適用を検討した。 

２．研究の目的 

 本研究では、研究代表者らがこれまで実施

してきた地域産業連関モデルに基づく省資

源・省エネルギー動向の分析や二酸化炭素排

出に関する地域構造分析の成果をふまえて、

地域経済の循環構造と現在の代表的な環境

問題である二酸化炭素排出及び廃棄物排出

との関係を、国内地域を対象として総合的に

把握できる実用的な政策分析システムの開

発を目的とした。 

また、｢地球温暖化対策推進大綱｣等の環境

政策に基づいて、環境対策に関するシナリオ

を作成し、上記の環境・経済分析システムを

用いたシミュレーション分析を通じて、今後

の環境対策が地域経済の活力と環境負荷の

低減に及ぼす影響を分析した。 

３．研究の方法 

①研究の全体構成 

本研究では、二酸化炭素排出および廃棄物

排出を主要対象として、これらの消費量や排

出量を地域間産業連関モデルのフレムーワ

ークの中で推計できる環境・地域経済分析シ

ステムを構築した。また、地球温暖化対策や

循環型社会の形成推進の下で実施される環

境対策を、環境負荷発生量当たりの地域内総

生産生産額で定義される環境効率性と経済

活力の両面から評価し、今後の持続可能な地

域経済システム構築に向けた地域再生のあ

り方を考察した。 

研究期間は、平成 18 年度～平成 20 年度の

3年間であり、以下の内容を検討した。   

①地域活力から見た地域経済の課題分析 

地域経済の活力は、地域内生産額や雇用の

成長率を用いて把握すること可能であるが、

地域産業連関表データを利用すれば、地域内

の産業間における財・サービスの取引だけで

なく、消費、投資、移出、輸出などの需要構

造をふまえた地域経済の成長特性を明らか

にすることができる。本研究では、最終需要

構造の変化が地域経済に及ぼす影響を、産業

連関モデルで計算される生産誘発額、雇用誘

発数、粗付加価値誘発額等の指標を用いて定

量的に分析する。また、これらの指標の変動

を、上述の消費、投資、移出、輸出の各要因

に分解し、生産、雇用、粗付加価値の各側面

から見た全国９地域の経済活力の現状と地

域再生に向けた経済面での課題を明らかに

した。 

②環境負荷低減に向けた地域経済の課題

分析 

ここで取り扱う研究課題のうち、二酸化炭

素排出構造分析については、先行研究を通じ

て、産業連関モデルの構築と実証分析を行っ

てきた。本研究では、分析対象を地球温暖化

と並ぶ重要な環境問題である廃棄物問題に

も拡大し、廃棄物分析用の地域産業連関モデ

ルを適用し、二酸化炭素排出構造分析と合わ

せて、国内地域レベルでの環境負荷低減に向

けた地域課題を分析した。なお、わが国の廃

棄物は一般廃棄物と産業廃棄物に大別され

るが、地域経済との関係では、産業活動との

関連が深く、排出量の大きい産業廃棄物の排

出構造をより詳細に分析する必要がある。そ

こで、本研究では、環境省廃棄物・リサイク



 

 

ル対策部が整備している産業部門別・産業廃

棄物種類別の排出量推計値を利用して、地域

産業連関モデルで使用する排出係数の細分

化を行い、廃棄物排出構造の詳細な分析が可

能な産業連関モデルを構築した。 

本研究では、以上の分析を通じて、地域経

済の変動と環境負荷の発生との関連を明ら

かにするとともに、環境負荷の小さい地域経

済システムの構築に向けた課題を考察した。 

③環境・経済分析システムの構築 

本研究で構築する環境・地域経済分析シス

テムは、全国９地域を対象とする産業連関表

に基づいて作成される｢経済波及効果分析モ

デル｣、｢二酸化炭素排出分析モデル｣、｢廃棄

物排出分析モデル｣の３つのサブモデルによ

り構成される。 

これらのうち、｢経済波及効果分析モデル｣

と｢二酸化炭素排出分析モデル｣については、

これまでの科学研究費補助金による研究を

通じて、プロトタイプのモデル開発を終えて

いる。しかし、地球温暖化対策に即した政策

分析を実行するためには、道路、鉄道、海運

等の運輸部門を詳細化する必要があること

から、新たにモーダルシフト施策への適用を

念頭に置いたシミュレーションモデルの構

築を行った。また、｢廃棄物排出構造分析モ

デル｣については、二酸化炭素排出分析モデ

ルと同様の手法を用いて、新たな産業連関モ

デルを構築した。なお、産業連関分析は行列

式による演算に基づいて行われるため、上記

の各モデルは、一般に利用されている

MS-EXCEL 等の表計算ソフトを用いて作成し

ている。従って、本研究で構築した環境・経

済分析システムは通常のパソコン上で使用

でき、高い柔軟性と汎用性を有する点に特長

がある。 

④国内地域を対象とする環境対策の政策

シナリオ作成 

政策シミュレーション分析のために、政府

が定めた地球温暖化対策推進大綱等に盛り

込まれた施策や数値目標に基づいて、地域レ

ベルでの環境負荷低減向けた取り組みを、複

数の政策シナリオとして取りまとめ、次の政

策効果分析への入力データとした。 

⑤環境・地域経済分析システムによる政策

効果分析 

政策シミュレーションに際しては、｢産出

高モデル｣と｢均衡価格モデル｣の２つのアプ

ローチの適用が可能である。本研究では、主

として｢産出高モデル｣を使用して、最終需要

構造の変化が各地域の生産額と環境負荷の

変動に及ぼす影響を検討した。また、産業連

関モデルは線形の連立方程式体系として表

されることから、各地域における二酸化炭素

や廃棄物の排出量を目的関数とする線形計

画モデルとして再構成し、規範的モデルの視

点から、環境負荷を最小とする地域経済構造

を明らかにすることが可能である。具体的に

は、包絡分析(DEA)を適用して、環境効率性

を指標とする最適化を検討した。また、最近

の二酸化炭素排出に大きな影響を及ぼして

いる運輸部門については、モーダルシフト分

析モデルを用いた検討を行った。 

本研究では、以上で述べた地域産業連関モ

デルの多様な特性を活かしながら政策シミ

ュレーション分析を行い、地域レベルでの環

境負荷低減に向けた政策の有効性と地域経

済への影響を検討した。 

⑥環境効率性と経済効果が調和した持続

可能な地域再生に向けた政策提言 

最後に、環境・経済分析システムによる地

域課題分析と政策シミュレーション分析結

果に基づいて、環境負荷低減と地域経済への

影響の２つの観点から、わが国の地域経済が

抱える問題点と地域レベルでの環境負荷低

減に向けた課題を明らかにした。また、経済



 

 

効率性と地域活力のバランスという観点か

ら、二酸化炭素排出、並びに廃棄物排出の抑

制に向けた地域政策のあり方を考察した。 

４．研究成果 

(1)二酸化炭素排出分析に関する結果 

 図 1 に、全国 9地域別産業連関表から求め

た総生産額の推移を示す。わが国は 1975 年

～2000 年の全時点において増加傾向にある。

特に、1985～1990 年にかけて増加著しい。し

かし、1990 年以降は、バブル崩壊の影響を受

け、増加額が小さくなっている。9地域別で

は、関東の生産額シェアが 1975 年以降増加

傾向にあり、約 40％近くに達している。 

図 2に、国立環境研究所の CO2排出量推計

値と地域産業連関表から求めた 9地域別 CO2

排出量の推移を示す。CO2排出量は 1975～85

年の間は横ばい、1985～2000 年は急増を示し

た。これは、省資源・省エネルギーの進展に

より、1985 年までは CO2排出削減が進んだの

に対し、バブル経済期以後は、環境負荷の大

きい経済構造に変化したことを表している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

以上の CO2排出量について、産業連関モデル

による要因分解を適用したところ、CO2排出量

増加には、最終需要(消費及び投資)の増加に

よる影響が大きいことが明らかになった。 

そこで、単位生産額当たりの CO2排出量と

して定義される｢環境効率性（t－C／百万

円）｣を用いて、最終需要削減の対象とする

産業部門を抽出し、環境・経済分析用の地域

間産業連関モデルを用いてシミュレーショ

ン分析を行った。 

複数のシナリオ下での分析結果から、各産

業部門の環境効率性を考慮しながら最終需

要削減を行うことにより、生産額当たりのCO2

排出量で見た環境効率性を改善することが

可能であり、経済活動低下への影響も緩和で

きることが示された。 

図 3と図 4のシミュレーション分析結果を

見ると、大都市圏では、CO2排出削減への寄与

よりも、生産額減少への寄与が大きく、それ

以外の地域では、CO2排出削減への寄与の方が

相対的に大きいことも明らかとなった。 
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図 4 地域別の生産額削減率と CO2削減率 



 

 

(2)産業廃棄物排出構造に関する研究成果 

産業廃棄物排出に関する分析では、全国 9

地域別の産業連関表と環境省が整備してい

る産業廃棄物排出統計を使用し、競争移輸入

型地域産業連関モデルを適用した。 

図 5の分析結果より、産業廃棄物の排出を

重量ベースで見ると、建設業、食料品、畜産

農業、下水道業の４部門の影響が大きく、下

水道業と畜産農業は、直接排出量に比較して

誘発量が小さいことが分かる。一方、食料品

は逆の傾向になっており、食料品への需要が

他部門における産業廃棄物を多く誘発して

いる。また、図 6 では、畜産農業、食料品、

建設業の 3部門が、他の部門とは離れた位置

にあり、これらの部門は、産業廃棄物誘発量

と環境効率の両面から見て、問題が大きい。 
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